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■ 市職員の任免、給与などの概要

職員の任免及び職員数に関する状況１

職員の給与の状況３

職員の勤務時間その他の勤務条件の状況４ 職員の退職管理の状況８

職員の研修の状況９

職員の福祉及び利益の保護の状況10

公平委員会の業務の状況11

職員の休業に関する状況５

職員の分限及び懲戒処分の状況６

職員の服務の状況７

職員の人事評価の状況２

（1）採用・退職者の状況
　①採用試験の結果

区　　分 受験
応募者

1次試験
受験者（A）

1次試験
合格者

最終
合格者（B）

競争倍率
（A）/（B)

大学卒程度 一 般 行 政 63 55 17 8 6.9
土 木 12 10 5 3 3.3

高校卒程度 一 般 事 務 26 24 9 4 6.0
保 育 教 諭 32 30 12 6 5.0

（注）平成30年度に実施した採用試験の結果と、その試験により採用した職員
　　数です。

　②事由別退職者数
区　分 定　年 勧　奨 自己都合 死　亡 懲　戒 合　計
一般行政職 13 2 4 1 0 20
技能労務職 0 0 0 0 0   0
合　計 13 2 4 1 0 20

（注）平成30年4月1日から平成31年3月31日までに退職した職員数です。

（2）職員数の推移
区　分　

　部　門
職員数 対前年

増減数R 1 H30

一 般 行 政
部 門

一般行政部門（福祉除く） 266 255 11
福 祉 関 係 154 152 2
小 計 420 407 13

特 別 行 政
部 門

教 育 108 124 ▲16
小 計 108 124 ▲16

公営企業等
会 計 部 門

水 道 19   21 ▲2
下 水 道 19   18 1
そ の 他 24   24 0
小 計 62   63 ▲1

合　　　計 590 594 ▲4
（注）1　定員管理調査における職員数です。
　　2　定員管理上、水道、下水道、その他（国保、介護など）は公営企業等会
　　　  計部門に含まれます。

　平成26年度から人事評価制度を導入し、制度に対する理
解と円滑な運用を図るため、全職員を対象に研修会を実施し
ています。

　市の人事行政を運営する上で、公平性と透明性を保
つため、「須賀川市人事行政の運営等の状況の公表に関
する条例」に基づき、市職員の任免、給与、勤務条件
などに関する概要をお知らせします。詳しくは、市
ホームページをご覧ください。

　②水道事業（公営企業会計決算）
総費用（A） 純損益又は

実質収支 職員給与費（B） 総費用に占める職員
給与費比率 （B/A）

1,500,307千円 212,836千円 149,082千円 9.9％

　③職員給与費の状況（公営企業を除く）
職員数
（A）

給　　与　　費 １人当たり
給与費（B/A）給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（B）

528人 1,960,250千円 317,904千円 784,726千円 3,062,880千円 5,801千円
（注）1　人件費は、特別職に支給される給料、報酬などを含む
　　2　普通会計は、一般会計に土地区画整理特別会計と市営墓地事業特別会
　　　  計を加えたもの
　　3　職員手当には退職手当を含みません。

（2）職員の平均給料月額、初任給等の状況（平成31年4月1日現在）
①職員の平均年齢、平均給料月額の状況

区　分 平均給料月額 平均年齢
一般行政職 318,100円 41.6歳
技能労務職 347,300円 55.1歳

（注）「平均給料月額」とは、諸手当を含まない本給の平均です。

　②職員の初任給の状況
区　分 須賀川市 国
大　学　卒 191,600円 180,700円
高　校　卒 156,400円 148,600円

③職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
区　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年
大学卒 280,733円 315,400円 371,109円
高校卒 − 277,467円 314,660円

（注）「経験年数」とは、通常、卒業後直ちに採用され、引き続き勤務している場
　　合の年数をいいます。なお、 「－」は該当者なしを表しています。

（3）職員手当の状況（平成31年4月1日現在）
◦期末・勤勉手当（職制上の段階等による加算措置　有）

区　分
期末手当 勤勉手当

合　計
6月期 12月期 6月期 12月期

須賀川市 1.275月分 1.275月分 0.925月分 0.925月分 4.40月分
国 1.300月分 1.300月分 0.925月分 0.925月分 4.45月分

◦退職手当
支給率 勤続20年 勤続25年 勤続35年 最高限度

自己都合 19.6695月分 28.0395月分 39.7575月分 47.709月分 
勧奨・定年 24.586875月分 33.27075月分 47.709月分 47.709月分

（4）特別職の報酬等の状況（平成31年4月1日現在）
区　分 市　長 副市長 議　長 副 議 長 議　員

給料・報酬 1,000,000円 774,000円 509,000円 451,000円 423,000円

期末手当
 　 6月期　 1.65月分
　12月期　 1.65月分

退職手当
　市長　　  給料月額×在職月数×48/100
　副市長　  給料月額×在職月数×30/100

（1）総括（平成30年度の人件費の状況）
　①須賀川市（普通会計決算）
住民基本台帳人口
（平成31年1月1日現在） 歳出額（A） 人件費（B） 人件費率（B/A）

76,759人 43,791,923千円 4,495,570千円 10.3％

年次有給休暇について
　1年において20日の範囲内で付与され、20日を限度に翌
年に繰り越すことができます。
◦一般職員の年次有給休暇使用状況

Ｈ30（A） Ｈ29（B） 増減（A−B）
平均取得日数 9.0日 8.9日 0.1日
取得率 23.5％ 23.4％ 0.1％

（注）一般職の実績です（嘱託及び臨時を除く）。

（1）退職管理の概要
　地方公務員法第38条の2の規定により、営利企業などに
再就職した元職員は、離職前5年間に在職していた地方公
共団体の執行機関の組織等の職員に対し、在職時の職務に
関して一定の影響力を有することを背景に、離職後2年間、
職務上の行為（契約、許認可等）をするように、またはしな
いように依頼・要求してはならないとされています。

（2）届出・申請件数
①再就職者から依頼などを受けた場合の届出　なし
②再就職者による依頼などの承認申請　なし

（1）福利厚生
①安全衛生管理体制
　須賀川市職員安全衛生委員会を設置し、職員の安全
衛生計画の実践に努めています。

②須賀川市等職員共助会事業
◦健康講座や職員親善スポーツ大会などの事業を通じ、
職員の健康増進及び公務能率向上へ向けて、福利厚生
事業を行っています。

◦共助会事業は、職員から会費を徴収して運営していま
す。

（2）公務（通勤）災害補償（平成30年度認定件数）
①公務災害　4件
②通勤災害　2件

（1）勤務条件に関する措置の要求（平成30年度）
①係属事案　なし
②完結事案　なし

（2）不利益処分に関する不服申立て（平成30年度）
①係属事案　なし
②完結事案　なし

◦平成30年度における職員研修の実績
研修区分 階層別研修 専門研修 派遣研修 合　計
受講者数 151 592 76 819

服務の根本基準
　服務とは、職務を遂行するに当たって職員が守るべき義務
ないし規律であり、職員一人一人が常に服務規律を遵守し、
公務の信用を高めるため、自己を律するとともに、機会をと
らえて服務規律の確保に関する通達を全職員に対して行って
います。

◦育児休業などの取得状況
期　　間 Ｈ30（A） Ｈ29（B） 増減（A−B）

6月以下 1 0 　1
6月超え1年以下 2 3 ▲1
1年超え1年6月以下 3 0 3
1年6月超え2年以下 1 3 ▲2
2年超え2年6月以下 0 0 　0
2年6月超え 1 0 　1

計 8 6 2
（注）各年度内（4月1日～ 3月31日）における実績です。

（1）分限処分
　分限処分とは、公務能率を維持するため、一定の事由が
ある職員に、その意に反する不利益な身分上の変動をもた
らす処分のことです。
種　別 休　職 降　給 降　任 免　職 合　計
人　数 12 0 0 0 12

（注）平成30年4月1日～平成31年3月31日における集計です。

（2）懲戒処分
　懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責
任を問い、地方公共団体の規律と公務遂行の秩序を維持す
るための処分のことです。
種　別 戒　告 減　給 停　職 免　職 合　計
人　数 1 0 0 0 1

（注）平成30年4月1日～平成31年3月31日における集計です。

◦平成30年度における人事評価の実施状況
対象者 実施済 未実施 未実施の事由

人　数 597 565 32
育児休業、病気休暇、派遣など

割　合 100.0% 94.6% 5.4%
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